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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　搬送アームアセンブリと、固定軸と、該搬送アームアセンブリに連結され、該搬送アー
ムアセンブリを各々の回動により作動制御する一組の中空の作動軸と、該固定軸と該各作
動軸との間に介在するモータとを備え、
　該固定軸の一端が真空チャンバの壁部内面に気密に取り付けられ、
　該一組の作動軸は、該固定軸の外側を該固定軸と同軸で回動しうるように、かつ、該固
定軸の軸方向に並んで、該固定軸に取り付けられ、
　該搬送アームアセンブリは、該固定軸に直角な方向に延びるように、該固定軸の一端側
に位置する作動軸の該固定軸の一端側の端部に配設され、
　該モータは、該固定軸に設けられたステータと、該ステータの外周側で該ステータと対
向するように各作動軸に設けられたロータとにより構成され、かつ該ステータは、該固定
軸の外周面に形成された凹部に収容されてなる、搬送装置。
【請求項２】
　第１搬送アームアセンブリ及び第２搬送アームアセンブリと、固定軸と、該第１搬送ア
ームアセンブリにそれぞれ連結され、該第１搬送アームアセンブリを各々の回動により作
動制御する第１組の中空の作動軸と、該第２搬送アームアセンブリを各々の回動により作
動制御する第２組の中空の作動軸と、該固定軸と該第１組及び第２組の各作動軸との間に
介在するモータとを備え、
　該固定軸の一端が真空チャンバの壁部内面に気密に取り付けられ、
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　該第１組及び第２組の各作動軸は、該固定軸の外側を該固定軸と同軸で回動しうるよう
に、かつ各組毎に該固定軸の軸方向に並んで、該固定軸に取り付けられ、
　該第１搬送アームアセンブリは、該固定軸に直角な方向に延びるように、該第２組の作
動軸に相隣合う該第１組の作動軸の該第２組の作動軸側の端部に配設され、
　該第２搬送アームアセンブリは、該固定軸に直角な方向に延びるように、該第１組の作
動軸に相隣合う該第２組の作動軸の該第１組の作動軸側の端部に配設され、
　該モータは、該固定軸に設けられたステータと、該ステータの外周側で該ステータと対
向するように各作動軸に設けられたロータとにより構成され、かつ該ステータは、該固定
軸の外周面に形成された凹部に収容されてなる、搬送装置。
【請求項３】
　該固定軸は、該作動軸の各組に対応する二つの固定軸部と、該二つの固定軸部間を連結
する連結部とで構成された、請求項２記載の搬送装置。
【請求項４】
　該各凹部の開口が隔壁部材で塞がれ、かつ該固定軸の真空チャンバに取り付けられた端
面に該各凹部に通ずる通路が形成された、請求項１～３のいずれか一つの項に記載の搬送
装置。
【請求項５】
　該固定軸は、中心部に全長に亘って延びる厚肉の筒状部を含んでなる、請求項１～４の
いずれか一つの項に記載の搬送装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この出願に係る発明は、例えばシリコンウェハーなどのワークを搬送する搬送装置に関す
る。
【０００２】
【従来の技術】
例えばウェハーのエッチングやＣＶＤなどのためには、クリーンかつ超高真空環境のマル
チチャンバ内でウェハーを搬送する必要があり、搬送装置はかかる環境下で作動する。か
かるチャンバ内の環境を劣化させないようにするために、磁性流体シールを使用する必要
のない搬送装置、すなわちモータのロータとステータの間に隔壁を設けた搬送装置が考案
されている。例えば、特許第2,761,438号の特許掲載公報およびＵＳＰ5,720,590公報に記
載されたような搬送装置がその一例である。図９は、該公報に記載されている搬送装置と
同様の基本構成を有する搬送装置101の縦断面図である。この搬送装置101は、独立して回
動可能な第１シャフト121と第２シャフト122から成る同軸シャフト機構と、これらシャフ
ト121,122の上端部に取り付けられた搬送アームアセンブリ130とを有している。第１シャ
フト121は第２シャフト122の下端部よりも下方に延出して第２シャフト122を貫通してい
る。第１シャフト121と第２シャフト122の外周側にはロータR'が取り付けられ、第１シャ
フト121や第２シャフト122を収容するハウジング190にはステータS'が取り付けられてい
る。そして、このロータR'とステータS'によりモータM'が構成されている。このモータM'
を回動制御することによって、搬送アームアセンブリ130の伸縮・旋回を制御できるよう
になっている。なお145は、第１シャフト121、第２シャフト122の回動を検出するための
光学式エンコーダである。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
かかる構成の搬送装置101においては、搬送アームアセンブリ130の搬送位置への位置決め
を素早くできるようにし、かつ、搬送位置で素早く整定させたいという要求がある。その
ためには、シャフト121,122に一定の特性が要求される。図10は、シャフトの回動制御の
過程を示す図であり、縦軸にシャフトの角速度が、横軸に時間がとられている。一般にシ
ャフトは、この図10のように、停止段階ａから加速段階ｂ、定速段階ｃ、減速段階ｄを経
て停止段階ｅとなるように回動制御される。搬送装置101において、搬送アームアセンブ
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リ130の搬送位置への位置決めを素早く行うには、シャフト121,122を急加減速させる必要
が、すなわち、図10の加速段階ｂ、減速段階ｄにおける角加速度を大きくする必要がある
。また、図10の定速段階ｃの初期や停止段階ｅの初期においては角速度の振動が認められ
るが、搬送アームアセンブリ130を搬送位置で素早く整定させるには、振動する角速度が
一定値に収束するまでの時間t1,t2、すなわち整定時間を短くする必要がある。また、ワ
ークの大型化に伴い、搬送距離が長く、しかも、大きな負荷に耐えられるという特性が、
搬送装置に求められるようになっている。これら要求を満たすためには、シャフト121,12
2のねじり剛性を高くしなければならない。シャフト121,122のねじり剛性を高くしようと
すると、シャフト121,122を短くしたり、シャフト121,122の断面係数を大きくする必要が
ある。
【０００４】
また、２本のシャフト121,122につながった搬送アームアセンブリ130を駆動する際には、
２本のシャフト121,122の同期運転が必要である。そのためには、２本のシャフト121,122
のねじり剛性の差を小さくする必要がある。２本のシャフト121,122のねじり剛性の差を
小さくするには、２本のシャフト121,122の長さの差を小さくしたり、シャフト121,122の
断面係数の差を小さくしたりする必要がある。
【０００５】
ところが、上記搬送装置101においては第１シャフト121を第２シャフト122の下端部より
も下方に延出させ、第２シャフト122を貫通させているので、特に内側のシャフト121の長
さを短くすることは困難であるし、外径を大きくすることも困難である。この外径を大き
くすると第２シャフト122の内外径も大きくせざるをえなくなる。すると、両シャフト121
,122の外径寸法の大型化と重量の増大を招き、搬送アームアセンブリ130の伸縮・旋回制
御のために大型のモータが必要となる。また、ハウジング190の外径寸法の大型化も避け
られない。
【０００６】
また、上記搬送装置101の構造においては、シャフト121の方がシャフト122よりも長くな
り、また、断面係数が小さくなるので、両シャフト121,122のねじり剛性の差が大きく、
従って、２本のシャフト121,122を急加減速にて同期運転することができない。
【０００７】
また、高精度の位置決めを行うためには、シャフトの振れが小さいことが必要である。搬
送装置101においては、シャフト122には回動時に軸受け100Bの精度に起因する振れが生じ
る。同様に、シャフト121がシャフト122に対して相対的に回動するときは、軸受け100B'
の精度に起因して、シャフト121にはシャフト122に対する相対的な振れが生じる。そのた
め、搬送装置101においては、シャフト121およびシャフト122が同時に回動するときは、
シャフト121には軸受け100Bおよび軸受け100B'の精度に起因する振れが累積して発生し、
高精度の位置決めができない。
【０００８】
上記搬送装置101は、一組のシャフト121,122により１台の搬送アームアセンブリ130を作
動制御する構成であるが、複数組のシャフトによって複数台の搬送アームアセンブリを作
動制御しようとすると、上記問題はさらに顕著なものとなる。例えば２組のシャフトによ
って２台の搬送アームアセンブリを制御しようとすると、４本のシャフトを同軸状に配し
、内側の２本のシャフトによって一方の搬送アームアセンブリを、外側の２本のシャフト
によって他方の搬送アームアセンブリを、それぞれ作動制御する構成となる。そのような
構成では、内側のシャフトほど、長さを短くしたり断面係数を大きくしたりすることが困
難であり、ねじり剛性を高くできない。また、最も内側のシャフトと最も外側のシャフト
とでは、長さや断面係数に非常に大きな差が生ずるので、ねじり剛性の差は非常に大きく
なる。また、特に最も内側のシャフトは、さらに多数の軸受けを介してハウジングに取り
付けられることになるので、軸受けの精度に起因する振れの累積が大きく、非常に振れが
大きく位置決め精度の悪いものとなる。
【０００９】
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また、かかる問題を解決するに当たっては、真空チャンバ及び該真空チャンバが用いられ
る装置（ここでは半導体製造装置）をできる限りコンパクト化するのが望ましい。さらに
、搬送装置には十分な強度が要求される。
【００１０】
なお、かかる問題に関連する技術として、例えば、特開平11-220863号公報、特開平2000-
69741号公報にそれぞれ開示されたものがある。しかし、これらの技術は、いずれも、真
空チャンバ及び該真空チャンバが用いられる装置のコンパクト化及び搬送装置の強度の確
保に関して、何ら提示してはいない。
【００１１】
本願の発明は、上記の点に鑑みなされたもので、搬送装置の寸法を大きくすることなくシ
ャフトのねじり剛性を高くすることができ、複数のシャフトのねじり剛性の差を小さくす
ることができ、軸受けの精度に起因する振れが累積されず、かつ真空チャンバ及び該真空
チャンバが用いられる装置のコンパクト化及び搬送装置の強度の確保が可能な搬送装置を
提供することを目的とする。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
　この出願に係る搬送装置は、搬送アームアセンブリと、固定軸と、該搬送アームアセン
ブリに連結され、該搬送アームアセンブリを各々の回動により作動制御する一組の中空の
作動軸と、該固定軸と該各作動軸との間に介在するモータとを備え、該固定軸の一端が真
空チャンバの壁部内面に気密に取り付けられ、該一組の作動軸は、該固定軸の外側を該固
定軸と同軸で回動しうるように、かつ、該固定軸の軸方向に並んで、該固定軸に取り付け
られ、該搬送アームアセンブリは、該固定軸に直角な方向に延びるように、該固定軸の一
端側に位置する作動軸の該固定軸の一端側の端部に配設され、該モータは、該固定軸に設
けられたステータと、該ステータの外周側で該ステータと対向するように各作動軸に設け
られたロータとにより構成され、かつ該ステータは、該固定軸の外周面に形成された凹部
に収容されてなるものである（請求項１）。このように固定軸の外側に作動軸が配される
ようにすることによって作動軸の外径が大きくなり断面係数が大きくなる。外径が大きく
なってもこの作動軸は中空に構成されており環状の横断面形状を有するので重量は比較的
小さい。また、ある作動軸に他の作動軸を貫通させる必要がないので、いずれの作動軸も
短くできる。このように、搬送装置の寸法を大きくすることなく、作動軸のねじり剛性を
大きくできる。しかも、両作動軸の長さや横断面形状をほぼ同様に形成することもできる
。そして、両作動軸のねじり剛性の差を小さくできる。また、作動軸を回動しうるように
保持するには一般に軸受けを用いることができる。そして、各作動軸を保持するに当たっ
ては、他の作動軸に取り付けた軸受けを介することなく、固定軸に取付けた軸受けで直接
保持することができる。よって、作動軸の振れが累積することなく、振れを小さくするこ
とができる。また、モータの作用点となるロータが回動中心からより離れた点に位置する
ので、ロータの高さを小さくしても必要なトルクを得ることができるようになる。よって
作動軸を短くしてねじり剛性を高めることができ、また、搬送装置の高さを小さくするこ
ともできる。また、作動軸のねじり剛性が高くなることにより、モータ駆動信号に含まれ
る周波数よりも、共振周波数を高くすることができ、共振を回避できる。
【００１３】
さらに、一般的に固定軸は真空チャンバの下壁に取り付けられる。この場合において、真
空チャンバの上壁及び下壁を、搬送装置のモータ配設部分の周囲を除いて、搬送アームア
センブリに接近させると、真空チャンバの領域が小さくなるので、真空チャンバをコンパ
クト化することができる。
【００１４】
(1)例えば、特許第2,761,438号の特許掲載公報及びＵＳＰ5,720,590号公報に記載された
ような搬送装置の場合には、真空チャンバの上壁と下壁とを搬送アームアセンブリに接近
させれば、真空チャンバの領域が小さくなる。しかしながら、通常、真空チャンバの下壁
は設置フロアから所定の高さに位置させられ、該真空チャンバの下壁と設置フロアとの間
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に形成されるスペースには、真空チャンバが用いられる装置に必要な他の機器が配置され
る。例えば、その装置が、半導体製造装置である場合には、真空ポンプ、各種ガス供給装
置、高周波電力整合装置等がこのスペースに配置される。その一方、上記搬送装置におい
ては、このスペースの一部をそのモータ配設部が占めるので、このスペースを有効利用す
ることができない。
【００１５】
(2)また、例えば、特開平11-220863号公報、特開2000-69741号公報に記載されたような技
術を用いて、搬送アームアセンブリを、固定軸の、真空チャンバに取り付けられていない
方の端部、すなわち上端部に配置した場合には、下壁に形成された取付孔に取り付けられ
たフランジ部を、固定軸が取り付けられた部分の周囲部分を覆うように凹形に形成して、
真空チャンバの上壁と下壁とを搬送アームアセンブリに接近させれば、真空チャンバの領
域が小さくなる。
【００１６】
しかしながら、(1)の場合と同様に、真空チャンバの下壁と設置フロアとの間に形成され
るスペースの一部を搬送装置のフランジ部が占めるので、スペースを有効利用することが
できない。
【００１７】
これに対し、上記のように搬送アームアセンブリを、固定軸の、真空チャンバに取り付け
られた方の端部、すなわち下端部に配置した場合には、真空チャンバの上壁を、搬送装置
のモータ配設部分の周囲を除いて、搬送アームアセンブリに接近させると、真空チャンバ
の領域を小さくできるとともに、真空チャンバの下壁と設置フロアとの間に形成されるス
ペースに搬送装置のフランジ部が入り込まないので、このスペースを有効利用できる。す
なわち、少ない設置面積に、真空チャンバが用いられる装置に必要な他の機器が多く収容
できるので、真空チャンバをコンパクトにできるだけでなく、真空チャンバが用いられる
装置をコンパクトにすることができる。
【００１８】
また、この場合は、真空チャンバの上壁の、搬送装置のモータ配設部分を覆う部分が上方
に張り出すことになるが、通常、真空チャンバの上方には空きスペースがあるため、この
形態の方が好都合である。
【００１９】
さらにまた、固定軸の外周面に凹部を形成してそこにステータを収容するようにしている
ので、固定軸の中心部には全長に亘って延びる柱状部が存在する。そのため、搬送装置自
体の重量を支えることができる。よって、搬送装置の強度を確保することができる。
【００２０】
　また、この出願に係る搬送装置は、第１搬送アームアセンブリ及び第２搬送アームアセ
ンブリと、固定軸と、該第１搬送アームアセンブリにそれぞれ連結され、該第１搬送アー
ムアセンブリを各々の回動により作動制御する第１組の中空の作動軸と、該第２搬送アー
ムアセンブリを各々の回動により作動制御する第２組の中空の作動軸と、該固定軸と該第
１組及び第２組の各作動軸との間に介在するモータとを備え、該固定軸の一端が真空チャ
ンバの壁部内面に気密に取り付けられ、該第１組及び第２組の各作動軸は、該固定軸の外
側を該固定軸と同軸で回動しうるように、かつ各組毎に該固定軸の軸方向に並んで、該固
定軸に取り付けられ、該第１搬送アームアセンブリは、該固定軸に直角な方向に延びるよ
うに、該第２組の作動軸に相隣合う該第１組の作動軸の該第２組の作動軸側の端部に配設
され、該第２搬送アームアセンブリは、該固定軸に直角な方向に延びるように、該第１組
の作動軸に相隣合う該第２組の作動軸の該第１組の作動軸側の端部に配設され、該モータ
は、該固定軸に設けられたステータと、該ステータの外周側で該ステータと対向するよう
に各作動軸に設けられたロータとにより構成され、かつ該ステータは、該固定軸の外周面
に形成された凹部に収容されてなるものである（請求項２）。かかる構成とすると、上記
と同様に、搬送装置の寸法を大きくすることなくシャフトのねじり剛性を高くすることが
でき、複数のシャフトのねじり剛性の差を小さくすることができ、軸受けの精度に起因す
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る振れが累積されず、かつ共振を回避できる。
【００２１】
なお、例えば、特許第2,761,438号の特許掲載公報及びＵＳＰ5,720,590公報に記載された
ような搬送装置の場合には、固定軸の内部に作動軸があるために、上記のように、二つの
搬送アームアセンブリを、組間で相隣合う作動軸の、相隣り合う側の端部に配設する構成
にすることができない。
【００２２】
また、二つの搬送アームアセンブリが、固定軸の中央部に位置することとなるので、真空
チャンバの固定軸が取り付けられた壁部とそれに対向する壁部を、搬送装置のモータ配設
部分の周囲を除いて、それぞれ搬送アームアセンブリに接近させることにより、真空チャ
ンバの領域を可能な限り小さくすることができる。その結果、真空チャンバを可能な限り
コンパクト化することができる。
【００２３】
また、固定軸の外周面に凹部を形成してそこにステータを収容するようにしているので、
固定軸の中心部には全長に亘って延びる柱状部が存在する。そのため、搬送装置自体の重
量を支えることができ、従って、搬送装置の強度を確保することができる。
【００２４】
この場合、該固定軸は、該作動軸の各組に対応する二つの固定軸部と、該二つの固定軸部
間を連結する連結部とで構成されたものとしてもよい（請求項３）。かかる構成とすると
、一つの搬送アームアセンブリを有する搬送装置を二つ組み合わせて二つの搬送アームア
センブリを有する搬送装置を構成することができるので、保守コストを低減することがで
きる。
【００２５】
また、個々の搬送装置に分離することができるので、固定軸を一体物で形成する場合に比
べて、モータ交換等の保守の作業性が向上する。
【００２６】
なお、この連結部は、搬送装置自体の重量を支えるとともに、搬送装置の強度を確保する
ために、できるだけ厚肉にするのが好ましい。
【００２７】
また、上記の場合、該各凹部の開口が隔壁部材で塞がれ、かつ該固定軸の真空チャンバに
取り付けられた端面に該各凹部に通ずる通路が形成されたものとしてもよい（請求項４）
。
【００２８】
上記の場合、該固定軸は、少なくとも中心部に全長に亘って延びる厚肉の筒状部を含んで
なるものとしてもよい（請求項５）。かかる構成とすると、好適に搬送装置自体の重量を
支えるとともに搬送装置の強度を確保することができる。
【００２９】
【発明の実施の形態】
この出願発明の実施例を図面を参照しながら説明する。図１は、本願発明の第１の実施形
態たる搬送装置1Aの縦断面図である。この搬送装置1Aは、主に、搬送アームアセンブリ30
と、固定軸10と、一組の作動軸21,22と、モータMと、レゾルバ式位置検出器40とで構成さ
れている。搬送アームアセンブリ30は、作動軸21,22の上端部に取り付けられている。こ
の搬送アームアセンブリ30の作動制御には作動軸が２本必要であり、本実施形態では２本
の作動軸21,22が１組となってこの搬送アームアセンブリ30を作動制御している。固定軸1
0の下端はフランジ部11と一体化しており、このフランジ部11が真空チャンバ50の壁部51
に形成された取付孔に固定されている。すなわち、固定軸10はフランジ部11を介して真空
チャンバ50の壁部51に気密に取り付けられている。このようにして、搬送アームアセンブ
リ30は真空チャンバ50内の真空環境中に置かれている。
【００３０】
作動軸21,22は中空の構造であり、その内部に固定軸10を収容するように、すなわち、固
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定軸10の外側に位置するように固定軸10と同軸に配されている。作動軸21,22は軸受けBを
介して固定軸10に対して回動自在に取付られている。作動軸21と作動軸22とは上下方向に
積み上げるように、すなわち、固定軸10の軸方向に２段に並ぶようにして取り付けられて
いる。
【００３１】
モータMは永久磁石のロータRと電磁式のステータSとにより構成されており、固定軸10と
作動軸21,22との間に介在している。ロータRは、作動軸21,22の内周側に固定され、ステ
ータSは、固定軸10の外周側のロータRに対応する位置に設けられている。図中、上側のモ
ータMは作動軸21を回動制御するためのものであり、下側のモータMは作動軸22を回動制御
するためのものである。固定軸10には、凹部13が形成されている。凹部13は固定軸10の外
周面に開口し、固定軸10の周方向に沿って外周を一巡して環状をなしている。そして、凹
部13の開口は隔壁部材14で塞がれている。隔壁部材14は円筒状をなし、その上下端が凹部
13の開口周縁に溶接されている。凹部13の開口は隔壁部材14で気密に塞がれ、これにより
固定軸10の外周面と隔絶されたステータ収容空間が形成されている。ステータSは、この
ステータ収容空間に収容されている。
【００３２】
固定軸10には、中心穴17や横孔18,19が形成されている。中心穴17は、固定軸10の下端面
に開口するように、かつ、固定軸10の中心軸に沿って形成されている。横孔18,19は、中
心穴17から凹部13,15に連通するように、固定軸10に形成されている。つまり、中心穴17
と横孔18とが組み合わされて、固定軸10の下端面からステータSに通ずる通路として機能
している。また同様に、中心穴17と横孔19とが組み合わされて、固定軸10の下端面から電
磁石42に通ずる通路として機能している。
【００３３】
搬送アームアセンブリ30は、プーリ31やアーム32などによって構成されており、作動軸21
の上端にはプーリ31が固定され、作動軸22の上端にはアーム32が固定されている。プーリ
31にはベルト33が巻き掛けられているが、このベルト33は図示しないアーム32先端部のプ
ーリにも巻き掛けられている。そして作動軸21を固定した状態で作動軸22を回動制御する
と搬送アームアセンブリ30は伸縮し、両作動軸21,22を同一方向に同一角速度で回動させ
ると搬送アームアセンブリ30は旋回する。
【００３４】
レゾルバ式位置検出器40は永久磁石41や電磁石42などから構成され、固定軸10と作動軸21
,22との間に介在している。そして、作動軸21,22の回動を検出しうる回動検出部として機
能している。電磁石42もステータSと同様に固定軸10に形成された環状の凹部15に収容さ
れており、この凹部15も、その開口を円筒状の隔壁部材16で気密に塞がれている。
【００３５】
図２は、搬送装置1Aの外観図であり、（ａ）は搬送アームアセンブリ30が縮んだ状態を、
（ｂ）は搬送アームアセンブリ30が伸びた状態を示している。なお、図中の矢印Ｙは、搬
送アームアセンブリ30の旋回方向を示すものである。シリコンウェハー等のワークWは、
搬送アームアセンブリ30のワーク搬送部34に載置されて真空チャンバ50内を移動する。
【００３６】
再度、図１を参照すると、この搬送装置1Aでは両作動軸21,22がほぼ同一の形状を有して
いる。作動軸21,22は固定軸10をその中空部に収容することになるので、その内径は比較
的大きくなり、それに伴い外径も大きくなる。しかし、作動軸21,22は中空構造であり、
その横断面形状は環状である。従って、外径が大きくても作動軸21,22を軽量に構成する
ことができ、また、外径が大きいことから断面係数が大きくなり、ねじり剛性も高くなる
。しかも、この搬送装置1Aでは、一組の作動軸21,22の両方の断面係数、ねじり剛性を大
きくすることができる。
【００３７】
また、従来の搬送装置のように一方の作動軸に他方の作動軸を貫通させる必要がないので
、いずれの作動軸21,22も比較的短くできる。このことは、作動軸21,22のねじり剛性を高
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めることにもなる。
【００３８】
また、いずれの作動軸21,22も、それを保持する軸受けBが固定軸10に取り付けられている
ので、振れを小さくできる。
【００３９】
また、一般に、モータはロータの配された位置が作用点となるのであるが、この搬送装置
1AのモータMのようなアウターロータ型のモータは、インナーロータ型モータに比べてロ
ータを回動中心からより遠ざけることができる。よって、大きなトルクを得やすくなる。
つまり、ロータRの高さ（作動軸21,22の軸方向におけるロータRの長さ）を小さくしても
必要なトルクを得ることができるので、作動軸21,22を短く形成できるようになり、作動
軸21,22のねじり剛性向上に寄与する。
【００４０】
また、一般に、作動軸に共振が生ずると搬送アームアセンブリの位置決め制御の精度に悪
影響を及ぼす。しかし、この搬送装置1Aでは、上記のように作動軸21,22のねじり剛性を
高くすることができ、モータMの駆動信号に含まれる周波数よりも作動軸21,22の共振周波
数を高くすることが容易である。そうすると、作動軸21,22の共振が防止され、搬送アー
ムアセンブリ30の位置決め制御の精度が向上する。
【００４１】
また、両作動軸21,22の長さや横断面形状をほぼ同一に形成することができるので、両作
動軸21,22のねじり剛性をほぼ同一にすることもできる。
【００４２】
このように作動軸21,22の軽量化、作動軸21,22のねじり剛性の向上を図ることにより、搬
送アームアセンブリ30の搬送位置への位置決めを素早くできるようになり、搬送位置で素
早く整定させることができるようになる。また、両作動軸21,22のねじり剛性の同一化を
図ることにより、同期運転の高速化ができるようになる。
【００４３】
さらに、従来の搬送装置に比べて作動軸の径が大きくなっているが、モータMはアウター
ロータ型であるので搬送装置1Aの寸法は大型化していない。
【００４４】
また、上述したように、この搬送装置1AはモータMがアウターロータ型でありロータをよ
り回動中心から遠ざけることができるので、作動軸21,22を短く形成できるのであるが、
このことにより、搬送装置1Aの高さを小さくすることができる。このため、図１の搬送装
置1Aのように、固定軸10の下端近傍に、真空チャンバ50の壁部51に固定するためのフラン
ジ部11を形成しても、真空チャンバ50内への搬送アームアセンブリ30の突出高さが小さく
て済む。よって、搬送アームアセンブリ30の駆動空間は十分に確保できる。このような構
成は、真空チャンバ50の壁部51から外方への突出をできるだけ小さくしたいような場合に
有利である。
【００４５】
また、凹部13の開口を隔壁部材14で気密に塞いで形成されたステータ収容空間は、固定軸
10の外周面と隔絶された空間となり、この空間に収容されたステータSは、作動軸21,22や
搬送アームアセンブリ30の存する環境、すなわち真空チャンバ50の真空環境とは遮断され
る。よって、ステータS側から発生する塵などによって、真空チャンバ50の真空環境が劣
化することはないし、ステータS側から真空チャンバ50内にガスが混入することもない。
【００４６】
また、ステータSの周辺の空間や電磁石42の周辺の空間は、横孔18,19と中心穴17とを介し
て大気と通じている。これにより、ステータSや電磁石42で発生する熱が大気に放出され
る。中心穴17や横孔18,19のために、凹部13,15が大気に通ずるのであるが、隔壁部材14,1
6によって凹部13,15の開口が気密に塞がれているので、真空チャンバ50の真空環境は大気
と隔絶される。なお、図中の C は、ステータSや電磁石42に電力を供給するための電線で
あり、中心穴17から横孔18,19を経てステータSや電磁石42へ配線されている。このように
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、中心穴17や横孔18,19で形成される通路は、ステータSや電磁石42への配線のために利用
することもできる。
【００４７】
図３は、本願発明の第２の実施形態たる搬送装置1Bの縦断面図である。この搬送装置1Bは
、図１に示す搬送装置1Aよりも固定軸10Bが長く、２組の作動軸21,22,23,24を備え、これ
ら作動軸21,22,23,24で作動制御される２台の搬送アームアセンブリ30,60を備えている。
【００４８】
４本の作動軸21,22,23,24はほぼ同一の形状を有し、その中空空間に固定軸10Bを収容する
ように、固定軸10Bと同軸に、かつ、固定軸10Bの軸方向に多段に並ぶようにして取り付け
られている。
【００４９】
搬送アームアセンブリ30は作動軸21,22の上端に、搬送アームアセンブリ60は作動軸23,24
の上端に、それぞれ取り付けられている。搬送アームアセンブリ30は作動軸21,22の回動
制御により伸縮・旋回制御され、搬送アームアセンブリ60は作動軸23,24の回動制御によ
り伸縮・旋回制御される。
【００５０】
搬送装置1BのモータM、搬送アームアセンブリ30,60、レゾルバ式位置検出器40の構成は図
１の搬送装置1Aと同様である。
【００５１】
図４は、搬送装置1Bの外観図であり、（ａ）は両搬送アームアセンブリ30,60が縮んだ状
態を、（ｂ）は（ａ）の状態から搬送アームアセンブリ60が伸びた状態を、（ｃ）は（ａ
）の状態から搬送アームアセンブリ30が旋回した状態を、（ｄ）は（ｃ）の状態から搬送
アームアセンブリ30が伸びた状態をそれぞれ示している。
【００５２】
再度、図３を参照すると、この搬送装置1Bでは４本の作動軸21,22,23,24を備えているが
、いずれの作動軸21,22,23,24もほぼ同一の形状を有している。４本の作動軸21,22,23,24
の全てについて、図１の搬送装置1Aの場合と同様に、軽量化、ねじり剛性の向上を図るこ
とができる。また、４本の作動軸21,22,23,24のねじり剛性の同一化を図ることができる
。このように、複数組の作動軸の各組に搬送アームアセンブリが取り付けられるような構
成であっても、同期運転の高速化が図られると共に、搬送アームアセンブリの搬送位置へ
の位置決め作業を迅速に行うことができる。
【００５３】
また、この搬送装置1Bを図１の搬送装置1Aと比較するとわかるのであるが、搬送装置1Bが
複数組の作動軸を有する多軸構成であるにもかかわらず、そのフランジ部11Bの形状寸法
は、搬送装置1Aのフランジ部11の形状寸法と同一である。これは、複数の作動軸21,22,23
,24が同軸状に配されることなく、固定軸10Bの軸方向に積み上げるように多段に配される
という構成に起因する。このように、１台の搬送アームアセンブリのみを作動制御する搬
送装置であっても、複数台の搬送アームアセンブリを作動制御する搬送装置であっても、
取付部の寸法を同じにでき、真空チャンバ壁部の取付孔の大きさに変更を要しない。
【００５４】
また、全ての作動軸21,22,23,24は、固定軸10に取り付けらた軸受けBにより直接保持され
るので、軸受けの精度に起因する振れが累積されることはない。
【００５５】
図５は、本願発明の第３の実施形態たる搬送装置1Cの縦断面図である。この搬送装置1Cは
、図１に示す搬送装置1Aと異なり、光学式のエンコーダ45によって、作動軸21C,22Cの回
動を検出しうる回動検出部が構成されている。その他の構成は図１の搬送装置1Aとほぼ同
様である。このように回動検出部としては、レゾルバ式位置検出器のみならず光学式エン
コーダを用いることもできる。
【００５６】
図６は、本願発明の第４の実施形態たる搬送装置1Dの縦断面図である。この搬送装置1Dは



(10) JP 4456725 B2 2010.4.28

10

20

30

40

50

、図１に示す搬送装置1Aと異なり、昇降機構70を備えている。この昇降機構70は、主に、
ハウジング71、モータ72、ボールネジ機構73、支持部材74により構成されている。ボール
ネジ機構73は、ネジ部73aとナット部73bにより構成されている。ハウジング71の外周には
フランジ部71aが形成され、このフランジ部71aが真空チャンバ50の壁部51に形成された取
付孔に固定されている。ハウジング71内にはモータ72が収容されている。モータ72が回動
すると、モータ72にプーリ75,76とベルト77を介して連結されたネジ部73aが回動する。ネ
ジ部73aに螺合するナット部73bは支持部材74に固定されている。よってモータ72の回動制
御によって支持部材74を昇降させることができる。支持部材74の上端部は固定軸10の下端
部を支持しており、支持部材74が昇降すると搬送アームアセンブリ30も昇降する。なお78
は、ハウジング71に固定されたガイド柱78aと、ガイド柱78aが貫通するように支持部材74
に固定された摺動部78bとで構成されたガイド機構である。
【００５７】
図１の搬送装置1Aでは、固定軸10はフランジ部11のみを介して、より直接的に真空チャン
バ50の壁部51に取り付けられていたが、図６の搬送装置1Dでは固定軸10は昇降機構70を介
して間接的に真空チャンバ50の壁部51に取り付けられている。そして、この固定軸10と真
空チャンバ50の壁部51との間には可撓性シール部材たるベローズ80が介在し、このベロー
ズ80によって真空チャンバ50の真空環境が保たれ、搬送アームアセンブリ30が真空環境中
に置かれる。なお、固定軸10と真空チャンバ50の壁部51との間にはベローズ80のみならず
ハウジング71や支持部材74も介在しており、これらの部材すべてが真空チャンバ50の真空
環境を維持するように機能している。
【００５８】
以上、図１～６を参照して本願発明に係る搬送装置の種々の実施形態を説明した。上記実
施形態では、固定軸の外周面に開口するように凹部を形成し、この凹部の開口を隔壁部材
で気密に塞ぐことによってステータ収容空間を形成している。そして固定軸に形成した中
心穴と横孔とで、固定軸の端面から該ステータに通ずる通路を形成している。しかし、ス
テータ収容空間は、上記構成以外にも種々の構成形態が可能である。図７には、ステータ
収容空間を形成するための上記構成以外の構成例が示されている。図７（ａ）には、蓋部
材10E1と２本の筒部材10E2,10E3とで構成された固定軸10Eが示されている。筒部材10E2と
筒部材10E3とは、それらの内部が連通するように上下に接続され、筒部材10E2の上端開口
は蓋部材10E1で塞がれている。そして、筒部材10E2,10E3の内周面にステータSが固定され
ている。この場合は、固定軸10Eの内部空間17Eがステータ収容空間として機能する。また
、この空間17Eは固定軸10Eの下端の開口を介して大気と通じているので、ステータSの放
熱、配線のための通路としても機能する。図７(ｂ)には、蓋部材10F1と、筒部材10F2と、
中実軸10F3と、,筒部材10F4と、中空軸10F5とで構成された固定軸10Fが示されている。筒
部材10F2と筒部材10F4とは、それらの内部が連通するように上下に接続され、筒部材10F2
の上端開口は蓋部材10F1で塞がれている。また、中実軸10F3と中空軸10F5とは上下方向に
接続されて、蓋部材10F1と筒部材10F4の底部とに挟まれるように、かつ、筒部材10F2,10F

4の内部に位置するようにして固定されている。中空軸10F5の中空空間は、中空軸10F5の
外側面に開口する孔によって、筒部材10F4の内部空間と連通している。また、中空軸10F5
の中空空間は、筒部材10F4の底部中央の孔を介して外部の大気空間に連通している。中実
軸10F3と中空軸10F5の外周面にはステータSが固定されている。この場合は、筒部材10F2,
10F4の内周面と中実軸10F3,中空軸10F5の外周面とで囲まれた空間17Fが、ステータ収容空
間となる。この空間17Fは、中空軸10F5の中空空間や筒部材10F4の底部に設けられた孔、
すなわち、固定軸10Fの下端の開口部を介して大気と通じているので、ステータSの放熱、
配線のための通路としても機能する。
【００５９】
また、上記実施形態の、特に図２、図４によって示された搬送アームムアセンブリは、本
願発明に係る搬送装置を構成するための搬送アームアセンブリの一例にすぎず、これ以外
にも種々の形態の搬送アームアセンブリを適用できる。図８には、搬送アームアセンブリ
の他の例を示している。図８（ａ）には、スカラ型の搬送アームアセンブリ30Gが示され
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ている。この搬送アームアセンブリ30Gは、２本の作動軸によって伸縮・旋回制御がなさ
れる。すなわち、２本の作動軸のうちの一方を固定し他方を回動させることにより伸縮し
、両方の作動軸を同一回動速度で同一方向に回動させることにより旋回する。図中の矢印
Xは、搬送アームアセンブリ30Gの伸縮方向を、矢印Yは旋回方向を示している。また、図
８（ｂ）には、フロッグレッグ式の搬送アームアセンブリ30Hが示されている。この搬送
アームアセンブリ30Hも、２本の作動軸によって伸縮・旋回制御がなされるのであるが、
両方の作動軸を同時に逆方向に回動させることにより伸縮し、両方の作動軸を同一回転速
度で同一方向に回動させることにより旋回する。図中の矢印Xは、搬送アームアセンブリ3
0Hの伸縮方向を、矢印Yは旋回方向を示している。
【００６０】
図11は、本願発明の第５の実施形態たる搬送装置１Gの縦断面図である。この搬送装置は
、図１の搬送装置１Aと異なり、搬送アームアセンブリ30が、固定軸10の、真空チャンバ
下壁部51bへの固定端側に位置する作動軸22の、該固定端側の端部に配設されている。す
なわち、搬送アームアセンブリ30は下側に位置する作動軸22の下端部に配設されている。
そして、その作動軸22に搬送アームアセンブリ30のプーリ31が固定され、上側に位置する
作動軸21に搬送アームアセンブリ30のアーム32が連結されている。また、各作動軸21,22
に対応するモータＭ及びレゾルバ式位置検出器40は、上下の位置関係が図１の搬送装置１
Aとは反対になっている。
【００６１】
そして、真空チャンバ50の下壁部51bをできる限り搬送アームアセンブリ30に接近させて
配設している。また、真空チャンバ50の上壁部51aに、搬送装置１Gの上半部を収容するよ
うに凸部51cを設けるとともに、該上壁部51aの他の部分を、水平方向に延在する搬送アー
ムアセンブリ30にできる限り接近するように配設している。なお、符号92,93は真空チャ
ンバ50の内部と外部とをシールするためのシール部材を示す。
【００６２】
一方、図１の搬送装置１Aでは、搬送アームアセンブリ30が上側に位置する作動軸21の上
端部に配設されている。この場合、真空チャンバ50の下壁部に形成された取付孔に取り付
けられたフランジ部を、固定軸が取り付けられた部分の周囲部を覆うように凹形に形成し
て、真空チャンバの上壁部と下壁部とを搬送アームアセンブリに接近させれば、真空チャ
ンバの領域が小さくなるので、真空チャンバをコンパクト化することができる。
【００６３】
しかしながら、通常、真空チャンバ50の下壁部は設置フロアから所定の高さに位置させら
れ、該真空チャンバの下壁部と設置フロアとの間に形成されるスペースには、半導体製造
装置に必要な他の機器、例えば、真空ポンプ、各種ガス供給装置、高周波電力整合装置等
がこのスペースに配置される。その一方、図１の搬送装置１Aにおいては、このスペース
の一部をそのフランジ部が占めるので、このスペースを有効利用することができない。
【００６４】
この点、この搬送装置１Gでは、真空チャンバの上壁部を、搬送装置のモータ配設部分の
周囲を除いて、搬送アームアセンブリに接近させると、真空チャンバの領域を小さくでき
るとともに、真空チャンバと設置フロアとの間に形成されるスペースに搬送装置が入り込
まないので、このスペースを有効利用できる。すなわち、少ない設置面積に、半導体製造
装置に必要な他の機器が多く収容できるので、真空チャンバをコンパクトにするだけでな
く、真空チャンバを含む半導体製造装置をコンパクトにすることができる。
【００６５】
また、この場合は、真空チャンバ50の上壁部の、搬送装置のモータ配設部分を覆う部分が
上方に張り出すことになるが、通常、真空チャンバ50の上方には空きスペースがあるため
、この形態の方が好都合である。
【００６６】
また、固定軸10の外周面に凹部13を設け、そこにステータＳを収容するようにしているの
で、固定軸10の中心部には全長に亘って延びる厚肉の筒状部が存在する。そのため、搬送
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装置1G自体の重量を支えることができる。よって、搬送装置1Gの強度を確保することがで
きる。なお、この効果は、上記した実施形態１～４に係る搬送装置１A～１Dにおいても同
様に得ることができる。
【００６７】
図12は、搬送装置1Gの外観図であり、（ａ）は搬送アームアセンブリ30が縮んだ状態を、
（ｂ）は搬送アームアセンブリ30が伸びた状態を示している。
【００６８】
図13は、本願発明の第６の実施形態たる搬送装置１Hの縦断面図である。この搬送装置は
、図３の搬送装置１Bと異なり、二組の作動軸(21,22),(23,24)のうち、組間で相隣合う作
動軸22,23の相隣合う側の端部に、２台の搬送アームアセンブリ30,60がそれぞれ配設され
ている。つまり、上側に位置する搬送アームアセンブリ30は、上側に位置する組の下側の
作動軸22の下端部に配設されている。
【００６９】
そして、固定軸10Hは、上側に位置する作動軸21,22の組に対応する固定軸部10H'と、下側
に位置する作動軸23,24の組に対応する固定軸部10H”と、両固定軸部10H',10H”間を連結
する連結部94とで構成されている。従って、この搬送装置１Hは、固定軸部10H'、作動軸2
1,22、及び搬送アームアセンブリ30で構成される第１の搬送ユニット１H'と、固定軸部10
H”、作動軸23,24、及び搬送アームアセンブリ60で構成される第２の搬送ユニット１H”
とが連結部94で連結された形態となっている。なお、符号95は真空チャンバ50内と通路17
とをシールするためのシール部材を示す。
【００７０】
そして、真空チャンバ50の上壁部51aに、第１の搬送ユニット１H'の上半部を収容するよ
うに凸部51cを設けるとともに、該上壁部51aの他の部分を、水平方向に延在する搬送アー
ムアセンブリ30にできる限り接近するように配設している。また、第２の搬送ユニット１
H”の固定軸部10H”の下端部に、該第２の搬送ユニット１H”の下半部を収容する円筒状
のフランジ11Hを形成し、真空チャンバ50の下壁部51bに該フランジ11Hを嵌挿せしめる穴5
1dを設けるとともに、該下壁部51bの他の部分を搬送アームアセンブリ60にできる限り接
近するように配設し、上記穴51dに上記フランジ11Hを嵌挿し気密に(図示せず）固定して
いる。
【００７１】
以上のように構成された搬送装置１Hを、図３の搬送装置１Bと比較すると、図３の搬送装
置１Bでは、搬送アームアセンブリ30が上側に位置する作動軸の組の上側の作動軸21の上
端部に配設されているため、該搬送アームアセンブリ30の可動領域を確保する必要がある
のに対し、この搬送装置１Hでは、搬送アームアセンブリ30が下側の作動軸22の下端部に
配設されているために、搬送装置１Bよりも真空チャンバ内に確保する真空領域を少なく
することができる。
【００７２】
よって、図13に示すように、真空チャンバ50の下壁部51bと上壁部51aとを、搬送装置１H
のモータ配設部分の周囲を除いて、それぞれ搬送アームアセンブリ30,60に接近させるこ
とにより、真空チャンバの領域を可能な限り小さくすることができる。その結果、真空チ
ャンバ50を可能な限りコンパクト化することができる。
【００７３】
また、この搬送装置１Hでは、第１の搬送ユニット１H'と第２の搬送ユニット１H”とが連
結部94で連結された形態となっているので、二つの搬送ユニット１H',１H”を組み合わせ
て搬送装置１Hを構成することができる。そのため、保守コストを低減することができる
。さらに、個々の搬送ユニット１H',１H”に分離することができるので、固定軸10Hを一
体物で形成する場合に比べて、モータ交換等の保守の作業性が向上する。なお、この連結
部94は、搬送装置自体の重量を支えるとともに、搬送装置の強度を確保するために、でき
るだけ厚肉にする方が好ましい。
【００７４】
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また、固定軸10Hの外周面に凹部13を設け、そこにステータＳを収容するようにしている
ので、固定軸10Hの中心部には全長に亘って延びる厚肉の筒状部が存在する。そのため、
搬送装置1H自体の重量を支えることができる。よって、搬送装置1Hの強度を確保すること
ができる。
【００７５】
なお、この実施形態では、固定軸10Hを二つの固定軸部10H',10H”と連結部94とで構成し
たが、これを一体物で形成してもよい。
【００７６】
図14は、搬送装置1Hの外観図であり、（ａ）は両搬送アームアセンブリ30,60が縮んだ状
態を、（ｂ）は（ａ）の状態から搬送アームアセンブリ60が伸びた状態を、（ｃ）は（ａ
）の状態から搬送アームアセンブリ30が旋回した状態を、（ｄ）は（ｃ）の状態から搬送
アームアセンブリ30が伸びた状態をそれぞれ示している。
【００７７】
なお、上記実施形態では、２本の作動軸を１組とした。しかし、搬送アームアセンブリの
種類によっては３本以上の作動軸で作動制御するものもある、その場合は、その搬送アー
ムアセンブリの作動制御に必要な本数の作動軸が１組となる。
【００７８】
また、上記では１組の作動軸を有しその上部に搬送アームアセンブリを取り付けた実施形
態と、２組の作動軸を有しその各組に搬送アームアセンブリを取り付けた実施形態とを示
した。しかし、さらに多くの作動軸と搬送アームアセンブリを備えるようにすることもで
き、その場合であっても作動軸の軽量化、ねじり剛性の向上、ねじり剛性の同一化を図る
ことができる。
【００７９】
また、上記実施形態では、真空チャンバの底面をなす壁部に搬送装置を取り付けたが、搬
送アームアセンブリが真空チャンバ内に配置されるようにして、真空チャンバの天面をな
す壁部や内側面をなす壁部に搬送装置を取り付けることもできる。
【００８０】
また、上記実施形態では回動検出部として磁気式および光学式の回動検出部を示したが、
回動検出部としては、それ以外の種々の公知の検出手段を用いることができる。
【００８１】
また、上記実施形態では、搬送アームアセンブリを昇降させる昇降機構として、ボールネ
ジ機構によるものを示したが、昇降機構としてはクランク機構などの公知の種々の機構を
採用することができる。
【００８２】
【発明の効果】
本発明は以上説明したような形態で実施され、以下に記載されるような効果を奏する。
(１)搬送装置の寸法を大型化することなく、作動軸のねじり剛性を大きくできるので、作
動軸の急加減速が可能となり、かつ、複数の作動軸のねじり剛性の差を小さくすることに
より同期運転の高速化が図られて、搬送アームアセンブリの搬送位置への位置決めを素早
く行うことができるようになる。さらに、作動軸の角速度が振動してもその収束が早く、
搬送アームアセンブリの搬送位置での整定時間を短くすることができるため、結果として
搬送アームアセンブリの搬送位置への位置決め作業を迅速に行うことができる。
(２)作動軸長さを短くできるので、搬送装置の高さを小さくできる。
(３)２組以上の作動軸を有する多軸構成であっても、作動軸のねじり剛性の低下を回避で
き、また、複数の作動軸のねじり剛性に大きな差が生じることを回避できる。
(４)制御すべき搬送アームアセンブリの数によらず、取付部の寸法を同じにして搬送装置
を構成できる。すなわち、互換性を高めることができる。
(５)すべての作動軸を、固定軸に取り付けた軸受けで直接保持するように構成できるので
、軸受けの精度に関する振れが累積することなく、すべての作動軸の振れを同程度に小さ
くできる。
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(６)固定軸の外周面と隔絶されたステータ収容空間にステータを収容するようにすると、
ステータを、作動軸が存する空間と隔絶された空間に置くことができ、特に真空チャンバ
に取り付けた場合にも真空環境を劣化させることがない。また、固定軸の端面から凹部に
通ずる通路を固定軸に形成すると、ステータからの放熱やステータへの配線に有効である
。
(７)真空チャンバ及び真空チャンバが用いられる装置をコンパクト化することができる。
(８)搬送装置の強度を確保することができる。
(９)二組の作動軸を有するよう構成し、固定軸を、作動軸の各組に対応する二つの固定軸
部と、該二つの固定軸部間を連結する連結部とで構成すると、保守コストを低減すること
ができ、かつモータ交換等の保守の作業性を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本願発明の第１の実施形態たる搬送装置の縦断面図である。
【図２】図１の搬送装置の外観図であり、（ａ）は搬送アームアセンブリが縮んだ状態を
、（ｂ）は搬送アームアセンブリが伸びた状態を示している。
【図３】本願発明の第２の実施形態たる搬送装置の縦断面図である。
【図４】図３の搬送装置の外観図であり、（ａ）は両搬送アームアセンブリが縮んだ状態
を、（ｂ）は（ａ）の状態から一方の搬送アームアセンブリが伸びた状態を、（ｃ）は（
ａ）の状態から一方のアームアセンブリが旋回した状態を、（ｄ）は（ｃ）の状態から一
方の搬送アームアセンブリが伸びた状態をそれぞれ示している。
【図５】本願発明の第３の実施形態たる搬送装置の縦断面図である。
【図６】本願発明の第４の実施形態たる搬送装置の縦断面図である。
【図７】ステータ収容空間を形成するための種々の構成例を示すための固定軸の縦断面図
であり、（ａ）は筒部材と蓋部材とで構成された固定軸の内部空間がステータ収容空間と
なる例を、(ｂ)は筒部材の内周面と中実軸等の外周面とで囲まれた空間がステータ収容空
間となる例を、それぞれ示している。
【図８】搬送アームアセンブリの種々の例を示す外観図であり、（ａ）はスカラ型の搬送
アームアセンブリを、（ｂ）はフロッグレッグ式の搬送アームアセンブリを、それぞれ示
している。
【図９】従来の搬送装置の縦断面図である。
【図１０】シャフトの回動制御の過程を示す図である。
【図１１】本願発明の第５の実施形態たる搬送装置の縦断面図である。
【図１２】図１１の搬送装置の外観図であり、（ａ）は搬送アームアセンブリが縮んだ状
態を、（ｂ）は搬送アームアセンブリが伸びた状態を示している。図である。
【図１３】本願発明の第６の実施形態たる搬送装置の縦断面図である。
【図１４】図１３の搬送装置の外観図であり、（ａ）は両搬送アームアセンブリが縮んだ
状態を、（ｂ）は（ａ）の状態から一方の搬送アームアセンブリが伸びた状態を、（ｃ）
は（ａ）の状態から一方のアームアセンブリが旋回した状態を、（ｄ）は（ｃ）の状態か
ら一方の搬送アームアセンブリが伸びた状態をそれぞれ示している。
【符号の説明】
1A、1B、1C、1D、１H　搬送装置
１H'　第１の搬送ユニット
１H”　第２の搬送ユニット
10、10B、10E、10F、10H　固定軸
10H'、10H”　固定軸部
11、11B、11H　フランジ
13,15　凹部
14,16　隔壁部材
17　中心穴
18,19　横孔
21、21C、22、22C、23、24　作動軸
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30、30G、30H　搬送アームアセンブリ
31　プーリ
32　アーム
33　ベルト
34　ワーク搬送部
40　レゾルバ式位置検出器
41　永久磁石
42　電磁石
45　エンコーダ
50　真空チャンバ
51　壁部
51a　上壁部
51b　下壁部
51c　凸部
51d　穴
60　搬送アームアセンブリ
70　昇降機構
71　ハウジング
71a　フランジ部
72　モータ
73　ボールネジ機構
73a　ネジ部
73b　ナット部
74　支持部材
75、76　プーリ
77　ベルト
78　ガイド機構
78a　ガイド柱
78b　摺動部
80　ベローズ
92　シール部材
93　シール部材
94　連結部
95　シール部材
B　軸受け
C　電線
M　モータ
R　ロータ
S　ステータ
W　ワーク
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